
北海道交通政策総合指針 重点戦略【2026-2030】（抜粋） 

 

１ 北海道交通政策総合指針 計画期間：2018－2030 年度 

 本道の交通を取り巻く環境変化に的確に対応しながら、あらゆる関係者が協働

して交通に関する施策を一体となって推進し、本道のさらなる発展を支える交通

ネットワークを実現するため、2018年（平成 30年）３月に策定。 

 

２ 重点戦略 推進期間：2026－2030年度 

 社会課題の解決に向けた３本の柱となる取組を通じ、事業者目線としての土台

ともなる「人手不足への対応」「利用促進等による収益確保」「事業者間連携によ

る最適化」を確保し、持続可能な地域交通を実現。 

 

 

 

 

 

３ 地域経済の成長を支える、地域への人・モノの流れをつくる交通 

① 課題 

・運転手不足や時間外労働の上限規制による輸送力不足の深刻化 

② 対応 

・物流事業者や関係機関等の多様な主体の連携による物流の効率化や再配

達の削減など、荷主・消費者の行動変容に向けた取組の推進 

 

 ○地域物流の確保に向けた新たな輸送システムの検討 

町内会の集会所や遊休施設、民間倉庫など、幹線と支線を結ぶ新たな物流拠点を設置

し、そこを結節点として、物流事業者や自治体、地域の関係者などが連携して、荷物の受

取や集荷の実施、宅配ロッカーの活用、ドローンや自動配送ロボットによる小口配送など、

ラストマイルへの輸送力の確保に向けた実証などの検討を進める。 

 
資料１ 


